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死 体 発 見
警 察 へ の 届 出

犯罪死体 変死体

警察における死体取扱いの流れ警察における死体取扱いの流れ

〜〜

169,047体

514体 20,339体

※ 赤色の数値は、平成25年中に取り扱った体数として
捜査第一課に報告のあったもの（交通関係、東日本大
震災による死者を除く。）。

犯罪死体

死亡が犯罪によることが明らかな死体

変死体

犯罪による死亡の疑いがある死体

死体発見時の調査
（対象）犯罪死体及び変死体を除く死体
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514体 20,339体

148,194体

検 視検証・実況見分

身元を明らかに
するための措置

（例）DNA型検査司法解剖
裁判官の発付した
鑑定処分許可状に基づき
行う解剖

犯罪死体

その疑い
のある
死体 検査

（例）薬毒物検査、死亡時画像診断 等

～ 死体解剖保存法 ～

8,356体

遺 族 等 へ の 死 体 の 引 渡 し

行う解剖

解剖 承諾解剖 監察医解剖
東京23区、大阪市、

横浜市等

～ 死体解剖保存法 ～
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損傷の部位、形状、程度、凶器の種類、加害方法及び凶器と損傷との因果
関係等を明らかにして犯罪を立証

司法解剖の意義・目的司法解剖の意義・目的

犯 罪 の 立 証

● 刃物使用の殺人事件について、解剖により、刃物が被害者の心臓を貫通していることが判
明し、 被疑者の強い殺意を証明

● 首絞め殺人事件について、解剖により、被害者の首の軟骨が折れていることが判明し、
被疑者の殺意を証明

具体例

犯罪による死亡の疑いのある死体について、体内の状況等を調べて犯罪性
の有無を明らかに

● 子供の急死事案について、解剖により、強く揺さぶられたときに生ずる脳の損傷が明らかと

具体例

犯罪性の有無の判断

２

● 子供の急死事案について、解剖により、強く揺さぶられたときに生ずる脳の損傷が明らかと
なり、傷害致死事件が判明

● 薬毒物検査により、事故に見せかけて、被害者に睡眠薬を服用させて海中に突き落とした
殺人事件が判明



（体）

警察における死体取扱数の増加警察における死体取扱数の増加

平成25年 169,047体

平成16年 136,092体 １０年前に比べて
１．２４倍

140,000

150,000

160,000

170,000 犯罪死体

変死体

その他の異常死体

110,000

120,000

130,000

140,000

100,000
16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

犯罪死体 1,528 1,087 927 858 984 811 834 735 734 514 

変死体 12,448 12,969 12,747 14,076 15,038 15,731 18,383 20,701 22,722 20,339 

その他の異常死体 122,116 134,419 135,565 139,645 145,816 144,316 151,808 152,299 150,377 148,194 

注） 捜査第一課に報告のあったもの（交通関係、東日本大震災による死者を除く。）。
３

（単位：体）



9,000 

（体）

平成25年 8,356体

司法解剖数の増加司法解剖数の増加

１０年前に比べて
１．６８倍

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

平成16年 4,969体

2,000 

3,000 

4,000 

0 

1,000 

16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

司法解剖数 4,969 4,942 5,524 5,901 6,285 6,569 8,014 7,971 8,520 8,356 

注） 捜査第一課に報告のあったもの（交通関係、東日本大震災による死者を除く。）。 ４

（単位：体）



司法解剖を取り巻く情勢司法解剖を取り巻く情勢 ～死因究明推進の要請等～死因究明推進の要請等～～

 年間死亡者数は高齢化を反映して増加傾向 → 警察における死体取扱数も増加傾向
 我が国の死因究明制度は、諸外国に比べ必ずしも十分ではない状況
 犯罪死を見逃した事案の発生

背 景

 平成２４年６月、死因究明等の推進に関する法律が制定
（同年９月施行）



 犯罪死を見逃した事案の発生

○ 解剖の実施体制の維持

・ 解剖補助者に対する謝金の予算措置

日本法医学会の意見・要望制 度 の 整 備

 本年６月中旬、死因究明等推進計画を閣議決定（予定）

警察庁において、司法解剖・・・・・の実施状況を踏まえ
るとともに、日本法医学会と調整しながら、同解剖の委託
経費に関する必要な検討を行っていく。

死因究明等推進計画に盛り込まれる予定の事項

・ 解剖補助者に対する謝金の予算措置

・ 解剖施設の使用料の予算措置

・ 感染症等危険防止消耗品費の増額

○ 各種検査の充実

・ ＣＴ検査等の新規検査項目の導入

死因究明の推進については、
政府にとって重要な課題

・ 各種検査の実施による除外診断の必要性

・ 各種検査の実施者に対する人件費の
予算措置

等
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司法解剖経費司法解剖経費（予算額）（予算額）の概要の概要

平成25年度予算額 1,566,085千円

警察法第37条第１項
都道府県警察に要する次に掲げる経費で政令で定めるものは、国庫が支弁する。
四 犯罪鑑識施設の維持管理その他犯罪鑑識に要する経費

○ 司法解剖謝金

○ 死体鑑定謝金

平成25年度予算額 1,566,085千円

司法解剖に対する謝金

鑑定書作成に対する謝金

172,073千円

338,832千円

解剖室（イメージ）

○ 司法解剖基本料

○ 司法解剖検査料

設備の空調フィルター等の交換費

50,044千円

916,373千円○ 司法解剖検査料

○ 感染症等危険防止消耗品

○ 薬物検査等委託費
薬毒物に係る分析機器（イメージ）

６

司法解剖に伴う各種検査に要する経費

感染症等の防止用消耗品

簡易薬物検査費用

916,373千円

22,658千円

66,105千円



2,500,000 

諸謝金

（千円）

司法解剖経費司法解剖経費（執行額）（執行額）の推移の推移

平成25年度執行額
2,193,715千円

1,500,000 

2,000,000 

諸謝金

検査料等

500,000 

1,000,000 

0 
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

諸謝金 369,167 318,442 412,691 442,098 491,215 584,477 603,780 607,741 577,418 

検査料等 55,360 625,517 1,031,497 1,082,435 1,293,997 1,640,339 1,657,821 1,590,980 1,616,297 

（単位：千円）

７



1,400,000 

1,600,000 
（千円）

司法解剖経費（執行額）の内訳（平成２５年度）司法解剖経費（執行額）の内訳（平成２５年度）

400,000 

600,000 

800,000 

1,000,000 

1,200,000 
司法解剖経費の９割は、
・ 諸謝金
・ 司法解剖検査料

0 

200,000 

８

（単位：千円）

司法解剖謝金 死体鑑定謝金 司法解剖検査料 司法解剖基本料
感染症等

危険防止消耗品費
薬物検査等委託費

2 5 年 度 216,537 360,881 1,429,405 47,445 51,840 87,606 

占 有 率 9.9% 16.5％ 65.2% 2.2% 2.4% 4.0% 



諸謝金

諸 謝 金
○ 司法解剖謝金
鑑定人が司法解剖に従事した時間に応じて支払い

○ 死体鑑定謝金
判断料 ＋ 鑑定書の枚数に応じて支払い

諸謝金及び司法解剖検査料に係る契約の内容諸謝金及び司法解剖検査料に係る契約の内容

鑑定嘱託先機関

諸謝金

各道府県警察

鑑定人（解剖医）

単価契約
（随意契約）

予め検査項目ごとの検査単価を定めて契約し、実施した検
査に応じて支払い

判断料 ＋ 鑑定書の枚数に応じて支払い

司 法 解 剖 検 査 料

検査項目（例） 検査単価

血 液 生 化 学 検 査 30,000円/体
鑑定嘱託先機関
（大学等）

検査委託

（随意契約） 組 織 学 的 検 査
5,000円/試料

（ 上 限 4 5 試 料 ）

ア ル コ ー ル 検 査
5,000円/試料

（ 上 限 ３ 試 料 ）

細 菌 検 査 20,000円/体

ウ イ ル ス 検 査 20,000円/体

一 酸 化 炭 素 検 査

９

支払請求

一 酸 化 炭 素 検 査
5,000円/試料

（ 上 限 ３ 試 料 ）

D N A 型 検 査 100,000円/体

プ ラ ン ク ト ン 検 査
5,000円/臓器

（ 上 限 ９ 臓 器 ）

薬 毒 物 定 性 検 査 80,000円/体



■ 解剖医の人数 154人

解剖医及び解剖委託先機関の現状（平成２５年度）解剖医及び解剖委託先機関の現状（平成２５年度）

■ 解剖委託先の機関数 80機関

■ １機関当たりの平均解剖委託数 104体

■ 各都道府県内に所在する機関の数

１機関のみ 35県（74％）

うち解剖医が１名のみ 13県（37％）

県内に所在する機関が１機関の県の分布

うち解剖医が１名のみ 13県（37％）
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8,986 28,015 6,500 3,936 15,000 

司法解剖謝金 死体鑑定謝金

司法解剖検査料 司法解剖基本料

感染症等危険防止消耗品費 薬物検査等委託費

解剖委託先機関ごとの解剖費用解剖委託先機関ごとの解剖費用注）注）の比較例（平成２５年度）の比較例（平成２５年度）

109,200 Ａ大学 計 171,637円
（解剖体数：306体）

32,184 

71,433 356,304 

6,500 2,169 15,000 

Ｂ大学

計 483,590円
（解剖体数：325体）

32,184 6,500 2,169 15,000 

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 

（単位：円）
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注） 「解剖委託機関ごとの解剖費用」とは、それぞれの機関ごとの司法解剖謝金、死体鑑定謝金、司法解剖検査料、解剖基本料、司法解剖消耗品
費及び薬物検査等委託費の平均値をそれぞれ算出した上、それらを合算して算出したもの。



解剖委託先機関ごとの解剖実施状況の比較例（平成２５年度）解剖委託先機関ごとの解剖実施状況の比較例（平成２５年度）

A大学 B大学

司法解剖謝金 解剖時間 平均１．０時間 平均３．６時間

死体鑑定謝金 鑑定書枚数 平均９．９枚 平均２８．５枚

臓器単位で契約 顕微鏡標本単位で契約

司法解剖検査料

組織学的検査
臓器単位で契約
平均１０．０臓器/体

（８万円）

顕微鏡標本単位で契約
平均４４．１枚/体
（２１万円）

血液生化学検査 実施せず 実施率６８．４％
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DNA型検査 実施率０．４％ 実施率１６．３％

薬毒物定性検査 実施率１２．４％ 実施率９３．２％



課課 題題

犯罪の確実な立証のための司法解剖の在り方

犯罪の確実な立証を図るため、最近の警察の死体取扱状況を踏まえつつ、必
要な司法解剖が確実に実施されるよう措置

一体当たりの解剖費用の見直し

 諸謝金の上限の設定
 検査料の予算単価の見直し

日本法医学会の意見を聴取しつつ、
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 検査料の予算単価の見直し
 新たな検査項目の導入
 鑑定嘱託事項の精査

等について実施


